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 小田急電鉄株式会社（以下「甲」又は「当社」といいます。）及び株式会社ジェーシービー（以下「乙」

といいます。）は、当社を吸収分割会社、乙を吸収分割承継会社として、当社の JCBブランドのクレジ

ットカード発行事業及びハウスカード事業に関して有する権利義務の一部を、2023 年８月 16日を効力

発生日として、乙に承継させる吸収分割（以下「本吸収分割」といいます。）を行う旨の吸収分割契約

を 2022年９月 20日付で締結いたしました。 

本吸収分割を行うに際して、会社法第 782 条第１項及び会社法施行規則第 183 条に基づき開示すべ

き事項は、本書記載のとおりです。 

 なお、本書記載の事項のうち写しである書類については、いずれも原本の写しに相違ありません。 
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第１ 吸収分割契約の内容 

 

【別紙１】をご参照ください。 
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第２ 分割対価の定めの相当性に関する事項 

 

乙は、本吸収分割に際して、当社に対し、以下の方法にて算定された「承継対象資産評価額」及

び「将来価値評価額」を合計した金額に相当する金銭を交付いたします。本吸収分割は、資本関係

のない当事会社間における事業の承継の手段として行われるものであることから、金銭を対価とす

ることが相当であると考えております。なお、算定方法は当社及び乙が協議の上で決定し、基礎と

なる各評価額は対象事業の状況及び将来の見通し等を総合的に勘案し、当社及び乙による協議を経

て決定されたものであり、相当であると判断しております。 

 

１．「承継対象資産評価額」は、本吸収分割の効力発生日の前日の終了時における承継権利評価額から

同時点における控除対象費用評価額を控除した額とする。なお、承継権利評価額及び控除対象費用評

価額は次のとおりとする。 

（１）承継権利評価額は、以下の合計額とし、対象事業の営業権は加算しない。 

① ショッピング債権（１回払い、２回払い、ボーナス払いを含む。以下同じ。） 

② ショッピングリボ払い債権 

③ ショッピング分割払い債権 

④ ②③に付帯する手数料債権、その他「OPクレジット・JCB 規約」及び「OPクレジット ハウ

ス規約」に基づく手数料債権 

⑤ 年会費未収債権 

⑥ 会員に発行したクレジットカードの所有権 

 

（２）控除対象費用評価額は、以下の①から②の金額の合計額とする。 

①年会費の還元 

会員から支払われる年会費に対応するサービス提供期間のうち、甲がサービスを提供する期

間と乙がサービスを提供する期間とで区分し、その割合に応じて、既請求と未請求の年会費を

甲乙間で分配し、乙の分配額を控除対象費用評価額として計上する。 

 

②貸倒費用評価額 

以下の(a)から(c)を合算した金額とする。 

(a) 前述（１）において定める①の債権額に 0.06％を乗じた金額 

(b) 前述（１）において定める②の債権額に 0.06％を乗じた金額 

(c) 前述（１）において定める③の債権額に 0.06％を乗じた金額 

 

２．「将来価値評価額」とは、効力発生日の前日の終了時点における「ショッピングリボ払い債権」

及び「ショッピング分割払い債権」の元本に基づき効力発生日後に発生する手数料債権の評価額

をいい、その算定方法は、以下の(a)から(c)を合算した金額（ただし、１円未満の端数は切捨て。）

とする。 

(a) 前述（１）において定める②の債権残高(ジェーシービーブランドカード分)÷2×15％×
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12.30（ヶ月）÷12（ヶ月）で計算される額 

(b) 前述（１）において定める②の債権残高(ハウスカード分)÷2×15％×16.64（ヶ月）÷

12（ヶ月）で計算される額 

(c) 前述（１）において定める③の債権残高÷2×15％×3.67（ヶ月）÷12（ヶ月）で計算され

る額
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第３ 剰余金の配当等に関する事項 

 

該当事項はありません。 
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第４ 新株予約権の定めの相当性に関する事項 

 

該当事項はありません。 
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第５ 計算書類等に関する事項 

 

１．乙の最終事業年度に係る計算書類等 

 

【別紙２】をご参照ください。 

 

２．乙の最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類の内容 

 

該当事項はありません。 

 

３．乙の最終事業年度の末日後に生じた重要な事象 

 

該当事項はありません。 

 

４．甲の最終事業年度の末日後に生じた重要な事象 

 

該当事項はありません。 
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第６ 債務の履行の見込みに関する事項 

 

１．甲の債務の履行の見込みに関する事項 

当社の 2022 年３月 31 日現在の貸借対照表における資産の額は 1,108,060 百万円、負債の額は

794,679 百万円、純資産の額は 313,381 百万円であり、その後、これらの額に重大な変動は生じ

ておりません。 

これに対して、本吸収分割により、当社が乙に対して移転する資産の額は 9,672百万円、負債

の額は０百万円に留まる見込みです。（ただし、この金額は 2022 年４月 15 日現在の貸借対照表

その他同日現在の計算を基礎としており、効力発生日までの資産及び負債の増減等によって変動

します。） 

また、本吸収分割後の甲の収益状況及びキャッシュ・フロー等について、甲の債務の履行に支

障を及ぼすような事態の発生は予測されておりません。 

従いまして、本吸収分割後における当社の負担する債務については、本吸収分割の効力発生日

以降も履行の見込みがあると判断しております。 

 

２．乙の債務の履行の見込みに関する事項 

乙の 2022 年３月 31 日現在の貸借対照表における資産の額は 1,789,055 百万円、負債の額は

1,394,622 百万円、純資産の額は 394,432 百万円であり、その後、これらの額に重大な変動は生

じておりません。 

これに対して、上記１で述べたとおり、本吸収分割により、乙が当社より承継する資産の額は

9,672 百万円、負債の額は０百万円に留まる見込みです。 

また、本吸収分割後の乙の収益状況及びキャッシュ・フロー等について、乙の債務の履行に支

障を及ぼすような事態の発生は予測されておりません。 

従いまして、本吸収分割後における乙の負担する債務については、本吸収分割の効力発生日以

降も履行の見込みがあると判断しております。 



 

 

別紙１ 

吸収分割契約の内容 

 

次ページ以降に添付のとおり 

 

 



















 

別紙２ 

乙の最終事業年度に係る計算書類等 

 

次ページ以降に添付のとおり 

 

 

 





































（ 2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで ）

（添付書類）

事　 業　 報　 告

１．会社の現況に関する事項
⑴　事業の経過とその成果

　当期は、前期に続き、新型コロナウイルスの感染拡大が消費動向の変化や世界的なサプライチェ
ーンの混乱をもたらし、経済に大きな影響を与えました。また、2月以降のロシアによるウクライ
ナ侵攻は世界の分断化を進め、政治・経済両面にわたり先行きの不透明感が強まりました。
　国内の決済業界では、緊急事態宣言等による行動制約から消費は全体的に弱含みで推移しました
が、生活様式の変容や感染予防への関心の高まりから「キャッシュレス決済」「非対面・非接触決
済」の利用が拡大しました。
　こうしたなか、当社は会員の増加、加盟店ネットワークの拡充、ショッピング取扱高の増加に取
り組み、取扱高は前期比11.5％の増加となりました。
　各事業の主な活動と成果は、次のとおりです。
①　各事業の主な活動と成果

　イシュイング事業では、「JCB ORIGINAL SERIES」を12年ぶりにリニューアルし、タッチ
決済機能を標準搭載するとともに、カード情報を裏面に集約しシンプルなデザインとしました。
また、カードの利用の都度、通知などを受け取ることができるサービス「My安心設定」を開始
しました。「JCBデビット」については、株式会社みんなの銀行、株式会社山形銀行が新たに取
り扱いを開始し、JCBブランドのデビットカード発行金融機関は37行になりました。法人マーケ
ットでは、全日本空輸株式会社が運営する国内線出張システム「ANA Biz」への企業間決済サー
ビスの提供や、ソリマチ株式会社などが提供する会計ソフトとのAPI連携の強化を行い、企業の
DX化ニーズへの対応に注力しました。
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　加盟店事業では、ネットショッピングやサブスクリプションサービスなどの非対面決済が増加
しました。また、株式会社ネットプロテクションズが提供する後払い決済サービス（BNPL：
Buy Noｗ Pay Later）の紹介業務を開始し、多様な決済手段を求める顧客のニーズに対応しま
した。加盟店向けサービスにおいては、「JCB加盟店Oh!ENサイト」を公開するなど、加盟店
との接点強化とサービスの拡充に取り組みました。
　ブランド事業では、JCBブランド会員の増加とブランドプロダクト、サービスの充実に取り組
みました。国際標準規格に準拠したタッチ決済の導入に注力し、国内外で取り扱い加盟店が増加
しました。非接触IC決済QUICPayは、スマートフォンでの利用を中心に会員が増加し、会員数
は2,000万を突破しました。コード決済スキーム「Smart Code」は、Payどん、ララPay、Lu 
Vit Payでの取り扱いがスタートし取り扱い事業者は23社となり、利用可能な端末台数も26万台
を超え事業が拡大しました。
　海外については、インドで最大手のインドステイト銀行はじめ6行がJCBのクレジットカード
の発行を開始したほか、台湾、ASEANなどで発行を伸ばし、海外会員数は3,300万を超えまし
た。また、ASEAN地域における事業強化のため、マレーシアのフィンテック企業であるSoft 
Space社と資本業務提携を行いました。
　匿名加工した決済データに基づく消費指数「JCB消費NOW」は、リニューアルにより都道府
県をまたいだ消費の分析が可能となり、さらに利用が拡がりました。また、株式会社Datachain
とのデジタル通貨交換基盤の構築に向けた実証実験や、合同会社KeychainとのM2M領域におけ
るマイクロペイメント向け決済インフラを想定した実証実験などを行ったほか、フィンテックテ
クノロジーによる新たなサービスの開発・提供を目的に、株式会社デジタルガレージと資本業務
提携を行いました。
　最後に、3月14日をもってロシアにおけるJCBネットワークの提供を停止しました。影響を受
けるお客様やパートナーの皆様にはご不便をおかけいたしますが、ご理解を賜りますようお願い
申しあげます。
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②　主要な業績
　当期の営業収益は、前期比219億円増加の3,312億円となりました。営業費用は、前期比259
億円増加の2,937億円となりました。その結果、営業利益は前期比39億円減少の374億円、経常
利益は63億円減少の385億円、当期純利益は38億円減少の275億円となりました。
　当期の取扱高は、前期比11.5％増加の37兆7,203億円（国内取扱高は24兆8,861億円、海外取
扱高は12兆8,342億円）となりました。会員数は、前期比3.6％増加の1億4,613万会員（国内会
員数は1億1,289万会員、海外会員数は3,323万会員となりました。

⑵　設備投資と資金調達の状況
　当期における設備投資は、システム関連を中心に総額389億円となりました。なお、所要資金は
自己資金を充当しました。

⑶　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継
　当社は、2021年11月16日付で三菱UFJニコス株式会社から、JCBフランチャイズ事業における
一部会員と全加盟店を吸収分割の方法により承継いたしました。
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⑷　直近三事業年度の財産および損益の状況 （単位：百万円）

区 分 第72期
2018年度

第73期
2019年度

第74期
2020年度

第75期(当期)
2021年度

取 扱 高 32,675,881 35,002,662 33,825,514 37,720,375
キ ャ ッ シ ン グ 等 残 高 64,248 58,429 46,251 47,956
保 証 債 務 残 高 101,300 58,271 55,951 59,273
営 業 収 益 309,513 335,177 309,263 331,245
当 期 純 利 益 28,198 23,669 31,378 27,518
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 ( 円 ) 6,319 5,304 7,032 6,167
総 資 産 1,572,217 1,544,414 1,656,266 1,789,055
純 資 産 315,240 335,582 371,124 394,432

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を第75期の期首から適用しており、第75期に係る
各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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⑸　対処すべき課題
　カード業界では、現金決済からキャッシュレス決済へのシフトによってマーケットの拡大が続く
一方、情報通信技術の発達と新たなプレーヤーの参入により、競争の激化と多様化が進んでいま
す。
　当社は、2021年度から4ヵ年の中期経営計画「Plan 2024」をスタートさせ、グループ総合力と
デジタルソリューションで『選ばれるJCB』をめざし、変化する決済ビジネスにおける事業の強化
に取り組んでいます。また、気候変動問題への対応を強化し、脱炭素社会の実現に貢献してまいり
ます。
　株主の皆様におかれましては、より一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。

⑹　主要な事業内容
○クレジットカード業務
○クレジットカード業務に関する各種受託業務
○融資業務
○集金代行業務
○前払式支払手段の発行ならびに販売業およびその代行業

本社 (東京都港区) ＪＣＢカードセンター(三鷹市) 鳥取ｿﾘｭｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ (鳥取市)
高田馬場ｵﾌｨｽ (東京都新宿区) 大阪支社 (大阪市) 北海道支社 (札幌市)
東北支社 (仙台市) 東日本支社 (さいたま市) 東海支社 (名古屋市)
九州支社 (福岡市) 中四国支社 (広島市) 松江事業所 (松江市)

⑺　主要な事業所等

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

4,389名 14名増 39歳4ヵ月 14年2ヵ月

⑻　使用人の状況

（注）１．使用人数は、就業者数で記載しており、時給制契約社員を含んでおります。
２．平均年齢および平均勤続年数は、受入社員および時給制契約社員を含んでおりません。
　　また、１ヵ月未満を四捨五入して表示しております。
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会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 な 事 業 内 容

㈱ジェーシービー・サービス 50百万円 100.0％ 損害保険の募集代理業務

㈱ジェーシービー・
インターナショナル 480百万円 100.0％ 日本国外におけるクレジットカード業務

㈱ 日 本 カ ー ド ネ ッ ト ワ ー ク 480百万円 56.5％ クレジットカード事業にかかわる情報通
信業務

㈱ ジ ェ イ エ ム エ ス 80百万円 52.0％ クレジットカード事業にかかわる加盟店
営業業務

㈱ Ｊ Ｃ Ｂ エ ク セ 50百万円 100.0% クレジットカード事業にかかわるバック
オフィス業務

⑼　重要な子会社の状況

　上記の重要な子会社5社の営業収益および売上高の合計は、61,138百万円、当期純利益の合計は、3,828百
万円であります。

借 入 先 借 入 残 高
㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 38,725百万円
㈱ 三 井 住 友 銀 行 24,451百万円
㈱ り そ な 銀 行 12,075百万円
㈱ 千 葉 銀 行 11,775百万円
㈱ 七 十 七 銀 行 8,275百万円
㈱ 山 口 銀 行 7,612百万円
大 同 生 命 保 険 ㈱ 6,350百万円
日　　 本　　 生　　 命　　 保　　 険（相） 4,950百万円

⑽　主要な借入先および借入額

（注）金融機関の種類別に記載しております。
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株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ジ ェ ー シ ー ビ ー 従 業 員 持 株 会 422,595株 9.47％

㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 315,783株 7.07％

太 陽 生 命 保 険 ㈱ 311,640株 6.98％

㈱ 三 井 住 友 銀 行 306,846株 6.87％

ト ヨ タ フ ァ イ ナ ン シ ャ ル サ ー ビ ス ㈱ 231,900株 5.19％

オ リ ッ ク ス ㈱ 223,200株 5.00％

Ｔ Ｉ Ｓ ㈱ 157,000株 3.51％

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 ㈱ 154,962株 3.47％

大 同 生 命 保 険 ㈱ 153,340株 3.43％

三 信 ㈱ 152,899株 3.42％

２．株式に関する事項
①　発行可能株式総数　　10,000,000株
②　発行済株式の総数　　　4,461,805株
（注）自己株式1,115株は含んでおりません。
③　株主数　　　　　　　　　　 122名
④　上位10名の大株主

（注）持株比率は、自己株式1,115株を控除して計算しております。
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地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代表取締役会長兼
執 行 役 員 社 長 浜 川 一 郎 監査部担当

代 表 取 締 役 兼
専 務 執 行 役 員 明 田 　 浩 カード事業統括部門長委嘱

代 表 取 締 役 兼
専 務 執 行 役 員 三 宮 維 光 加盟店事業統括部門長委嘱兼イノベーション統括部担当

代 表 取 締 役 兼
専 務 執 行 役 員 長 　 裕 章 プロセシング事業統括部門長、プロセシング事業統括部長、

営業本部長委嘱
取 締 役 兼
常 務 執 行 役 員 岡 﨑 正 明 ブランド事業統括部門長委嘱

取 締 役 兼
執 行 役 員 中 山 武 彦 総合企画部、総務部、経理部担当

取 締 役 熊 田 　 肇 非常勤 株式会社日本カードネットワーク 代表取締役社長

取 締 役 坪 井 　 朗 非常勤 トヨタファイナンシャルサービス株式会社 執行役員

取 締 役 早 乙 女 実 非常勤 株式会社三菱ＵＦＪ銀行 常務執行役員

取 締 役 上 村 明 生 非常勤 株式会社三井住友銀行 執行役員

監 査 役 福 　 清 久 常勤

監 査 役 斎 藤 　 彰 常勤

監 査 役 安 田 新 太 郎 非常勤 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 特別顧問

監 査 役 儀 賀 信 利 非常勤 太陽生命保険株式会社 取締役常務執行役員

３．会社役員に関する事項
⑴　取締役および監査役の状況（2022年3月31日現在）
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（注）１. 当期中の役員の異動
１）新任　2021年6月25日開催 第74期定時株主総会

取締役：早乙女　実
取締役：上村　明生

２）退任　2021年4月30日
取締役：山下　剛史

2021年6月25日開催 第74期定時株主総会
取締役：前田　泰裕
取締役：宮田　敦

２. 取締役の坪井朗氏、早乙女実氏、上村明生氏の3氏は、社外取締役であります。
３. 監査役の安田新太郎氏および儀賀信利氏は、社外監査役であります。
４. 当社は、定款に取締役（業務執行取締役等を除く）および監査役の責任限定契約に関する規定を設け

ております。
当該定款に基づき当社が取締役の坪井朗氏、早乙女実氏、上村明生氏および監査役の全員と締結し
た、会社法第427条第1項の規定に基づく責任限定契約の内容の概要は次のとおりです。

１）取締役の責任限定契約
取締役は、本契約締結後、会社法第423条第1項の責任について、その職務を行うにつき善意であ
りかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第1項に定める最低責任限度額を限度として
損害賠償責任を負担するものとする。

２）監査役の責任限定契約
監査役は、本契約締結後、会社法第423条第1項の責任について、その職務を行うにつき善意であ
りかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第1項に定める最低責任限度額を限度として
損害賠償責任を負担するものとする。
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区 分 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 8名 292百万円

監 査 役 2名 51百万円

計 10名 343百万円

⑵　取締役および監査役ごとの報酬等の総額

（注） 当事業年度末現在の取締役は10名（うち社外取締役は3名）、監査役は4名（うち社外監査役は2名）で
あります。当該表内の取締役および監査役の人数10名には、無報酬の社外取締役3名、社外監査役2名
は含まず、2021年6月25日開催の第74期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役1名を含めてお
ります。

支 払 額

当事業年度にかかる会計監査人としての報酬等の額 63百万円

４．会計監査人に関する事項
⑴　名称

有限責任監査法人トーマツ

⑵　報酬等
当社が会計監査人に支払うべき報酬等の額は次のとおりです。
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５．業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項
■　業務の適正を確保するための体制
⑴　内部統制システム構築の基本的な考え方

　当社は、会社法およびその他の法令に従い、当社の業務ならびに当社および当社関係会社か
ら成る企業集団（JCBグループ）の業務の適正を確保するための体制構築に関する「内部統制
システム構築の基本方針」を定め、適切に運用する。
　当社および当社グループ会社は、企業活動にあたりJCB憲章・JCB行動指針を遵守するととも
に、当該憲章・行動指針の浸透を図り、当社および当社グループ会社の定める規程・規則等を
遵守するため、指導・教育等を通じてJCBグループ全体としての内部統制システムを効果的に
運用するものとする。

⑵　内部統制システムとして構築する基本的な体制
①　取締役の職務の執行体制と法令および定款の適合性確保
ⅰ）当社は監査役会設置会社とし、取締役会の監督機能と監査役会の監査機能を通じて、取
締役の職務執行が法令および定款に適合することを確保する。

ⅱ）取締役会の監督機能を強化するために、コンプライアンス、適切なリスク管理の確保
等、業務の適正化に必要な知識と経験を有する社外取締役を選任する。

ⅲ）取締役は相互に各取締役の職務の執行を監督するとともに、他の取締役の法令違反行為
を発見した場合は、直ちに取締役会および監査役会に報告する。

ⅳ）取締役の役割をコーポレート・ガバナンスと位置付けるとともに、取締役選任基準を明
確化し、コーポレート･ガバナンスの強化を図る。

ⅴ）取締役の職務執行に係る情報については、「情報管理規程」に基づき、保存および管理
を行う。

ⅵ）取締役会を定期開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。また、経営の合理
化・効率化を図るため、経営方針および経営戦略に関わる重要事項については、常勤執
行役員等によって構成される経営会議等での事前の審議を経たうえで、取締役会におい
て審議、決定を行う。
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②　監査役の監査体制と監査役への報告体制、並びに監査役補助者の独立性および実効性確保
ⅰ）監査役監査が実効的に行われることを確保するために、取締役は監査役監査の重要性と
有用性を認識、理解し、監査環境の整備に留意する。

ⅱ）監査役は必要に応じ、経営会議等の重要会議に出席できるものとし、取締役および使用
人に対して、適宜報告を求めることができる。

ⅲ）取締役および使用人は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与える事項等につい
て監査役に都度報告するものとする。なお、当該報告を行った者が不利な取扱いを受け
ないことを確実にする。

ⅳ）監査役は法令遵守態勢および内部通報制度の運用に問題があると認めるときは、意見を
述べるとともに、改善策の策定を求めることができる。

ⅴ）当社の監査役は当社グループ会社の統制に関し、意見を述べるとともに、当社グループ
会社に改善策の策定を求めることができるものとする。

ⅵ）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、監査役補助者をお
くことができるものとする。

ⅶ）監査役補助者の指揮命令および評価は監査役が行うものとし、監査役補助者の任命、解
任、懲戒については、監査役会の同意および意向を踏まえたうえで取締役会が決定する
ものとし、取締役からの独立性および実効性を確保する。

ⅷ）監査役補助者についても業務の執行にかかる役職を兼務しないものとし、さらに、取締
役は監査役補助者に対して報告を求めることができないものとする。

ⅸ）監査役の職務の執行に伴い、費用の前払い請求等をしたときは、請求に係る費用・債務
が当該職務執行に必要でないことを証明しない限り、この請求を拒否しないものとす
る。

③　使用人の職務の執行体制と法令および定款の適合性確保
ⅰ）コンプライアンス体制の整備、維持を担う部署としてコンプライアンス部を設置し、法

令遵守と企業倫理の確立を図るとともに、取組み等が適宜使用人に周知されているこ
と。

ⅱ）内部監査部署として、監査部を設置し、他執行部署からの独立性を高めることにより、
各執行部署に対する監査機能の強化を図る。

ⅲ）使用人が就業規則に違反した事実、またはその恐れが発見された際に、当該事象を速や
かに調査し、処分を決定する機関として社長を委員長とする賞罰委員会を設置する。

ⅳ）法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての報告体制として、内部通報
規程に基づき、社外の弁護士等を直接の情報受領者とする内部通報制度を運営する。
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⑶　全社的なコンプライアンス態勢の構築・運用
①　コンプライアンス・プログラム策定と徹底
ⅰ）JCB行動指針に定める「コンプライアンスの徹底」を具体的に実践するためのコンプラ
イアンス・プログラムを策定し、当社コンプライアンス部を通じて当社および当社グル
ープ会社取締役ならびに使用人に徹底する。

ⅱ）当社および当社グループ会社は、法令遵守のみならず、AMLへの取り組み、社会ルール
の遵守、反社会的勢力取引排除態勢、知的財産権の尊重、契約責任の履行をコンプライ
アンスと定義し、策定したコンプライアンス・プログラムを実践する。

ⅲ）当社はコンプライアンス・プログラムにおいて、コンプライアンス違反の未然防止、早
期発見、発生時における対応、およびコンプライアンス徹底のための取組姿勢ならびに
取組内容を定め、社長を委員長とする内部管理委員会にて運用状況を報告する。

ⅳ）当社は、当社グループ会社に対してJCB行動指針の周知徹底とコンプライアンス態勢構
築および実践を継続的に指導・助言を行い、コンプライアンスの徹底を図る。

②　関連法令と社会ルールの遵守
ⅰ）当社は、当社事業に関連する法令を特定し、適用範囲や影響を踏まえて分類し、管理レ
ベルおよび対応要件等を定め、定期的に見直し社内規程化、自己点検、モニタリング、
必要な教育研修等を実践する。

ⅱ）当社は法令のみならず、AMLへの取り組み、接待・贈答、インサイダー取引規制、反社
会的勢力に関する被害防止等の社会ルールについても、対応要件を定め、定期的に見直
し社内規程化、自己点検、モニタリング、必要な教育研修等を実践する。

⑷　全社的なリスク管理態勢の構築・運用
①　リスク管理体制整備とリスク管理方針の策定
ⅰ）取締役会あるいは経営会議等の意思決定機関を通じて、総合リスク管理の整備、運用お

よび個別の重要なリスク管理に関する決定を行う。
ⅱ）「リスク管理規程」を定め、リスク管理全般の統括部署として総合リスク統括部を設置
するとともに、内外環境の変化や構築した内部統制の状況等を踏まえ、リスク管理方針
および主要施策を立案する。

ⅲ）管理を要するリスクごとに主管部署を定め、リスク管理等に対する統制活動を計画およ
び実行する。各リスクの主管部署は、リスク発生の未然防止、リスク事象に対する対応
および再発防止等を執行部署に徹底する。

②　不測の事態に備えた事業継続管理
ⅰ）甚大な事故・災害等の不測の事態発生に備え、社長を本部長とする緊急対策本部による
迅速な判断、被害極小化、早期回復を図るための「緊急対策本部規則」を制定し、必要
な関係者に周知する。

ⅱ）経営に重大な影響を与える不測の事態の発生に備えた事業継続計画を整備し、有事にお
ける優先業務の指定とその研修、事業継続計画に基づく模擬訓練等を通じて、継続的な
改善を行う。

ⅲ）当社および当社グループ会社の一部は日本国外においても事業を展開しており、取締役
および監査役のみならず、使用人を諸外国に駐在・派遣することがあるため、生命の安
全を最優先としたガイドライン等を策定し、継続的に改善する。
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③　重大なリスク事象への対応
ⅰ）重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実またはその恐れが発見され

た際には、当該事象を速やかに調査し、対応を決定する機関として社長もしくは所管部
門長を本部長とする緊急対策本部またはリスク主管部担当役員または総合リスク統括部
担当役員が指名した関連部担当役員を議長とする事案対策会議を設置する。

ⅱ）お客様や社会に重大な影響を与える個人情報漏洩および事務過誤等に対しても、重大な
法令違反同様に、緊急対策本部または事案対策会議を設置し、被害の極小化および早期
の是正を行う。

ⅲ）緊急対策本部、事案対策会議、賞罰委員会、内部通報制度等、重大なリスクにおける事
案は、定期的に監査役に報告する。なお、当該報告を行った者が不利な取扱いを受けな
いことを確実にする。

④　リスク評価と取締役会等への報告
ⅰ）各リスク主管部署はリスク管理を行うため、リスクの発生可能性および影響度を継続的

に評価し、取締役会に報告する。取締役会は当該報告を基に必要な対策を決定する。
ⅱ）経営方針および経営戦略に影響を与える重要なリスクについては、常勤執行役員等によ
って構成される経営会議、もしくは社長を委員長とする内部管理委員会での事前審議を
経たうえで、取締役会において審議、決定を行う。

ⅲ）リスクの発生可能性および影響度、事案発生状況等は、監査役に対しても定期的に報告
し、監査役会の監査機能を通じて担当取締役および取締役会の適正な職務執行を確保す
る。

⑸　JCBグループのリスク管理態勢の構築・運用
①　関係会社リスク管理の実践
ⅰ）当社は、「関係会社管理規程」に基づき、当社グループ会社のリスク管理態勢および法

令遵守態勢を構築し、当社グループ会社における業務を適正に行うよう管理している。
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ⅱ）当社は、関係会社リスク管理態勢のもと、当社グループ会社の業務に関連するリスクを
管理し、当社取締役にリスク評価結果を定期的に報告する。
また、当社グループ会社内においても各グループ会社取締役へリスク評価結果を定期的
に報告する。

ⅲ）当社グループ会社は、取締役会の定期開催、経営の合理化・効率化を図るための経営会
議等において業務執行やリスク管理態勢および法令遵守態勢の決定・構築を行うととも
に、当社グループ会社の取締役等は都度および定期的に当社の部門・本部内部管理活動
会議等にて報告する。

ⅳ）当社グループ会社は、各グループ会社の活動において、法令違反その他コンプライアン
スに関する重要な事項を発見した場合には、当社の監査役に報告する。

ⅴ）当社グループ会社は、経営管理、経営指導内容が法令に違反、またはコンプライアンス
上問題があると認めた場合には、直ちに当社の監査役に報告する。

ⅵ）法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についてのグループ会社からの報告体
制として、社外の弁護士等を直接の情報受領者とする内部通報制度を、当社グループ会
社についても適用する。

②　海外拠点リスク管理の実践
ⅰ）当社は、海外現地法人（海外拠点）についても、当社のグループ会社同等に、リスク管

理態勢および法令遵守態勢を構築し、業務を適正に行うよう管理している。
ⅱ）当社は、海外現地法人（海外拠点）における海外拠点リスク管理態勢のもと、海外現地

法人（海外拠点）の業務に関連するリスクを管理し当社グループ会社である株式会社
JCBインターナショナルを通じて当社取締役にリスク評価結果を定期的に報告する。

ⅲ）海外現地法人（海外拠点）は、日本国内の当社グループ会社同様に、経営管理、経営指
導内容が法令に違反、またはコンプライアンス上問題があると認めた場合には、直ちに
当社の監査役に報告する。
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ⅳ）法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についてのグループ会社内報告体制と
して、社外の弁護士等を直接の情報受領者とする内部通報制度を、海外現地法人に各国
法令に抵触しない範囲において適用する。

⑹　内部統制システムのモニタリング態勢の構築・運用
①　執行部署における自律的なモニタリング
ⅰ）執行部署は、内部統制システムの有効性を確保するため、自らの内部統制システム上の
不備を明らかにし、必要な対策を実施するため定期的に自己点検を行う。自己点検の結
果は社長を委員長とする内部管理委員会に報告され、報告内容に基づいて業務執行の決
定を行う。

ⅱ）内部統制システムを整備する総合リスク統括部は、全社的な内部統制システム上の不備
を明らかにするため定期的に態勢や施策等に関して課題整理等を行い、方針策定や施策
展開を推進し、社長を委員長とする内部管理委員会において業務執行の決定を行う。

②　内部監査および外部監査の実施
ⅰ）内部監査部署として設置した監査部は、内部監査計画に基づき各執行部署に対する監査

を実施し、内部統制システムの高度化を図る。
ⅱ）内部統制システムの評価に専門性・客観性・独立性が強く要求される場合等において
は、第三者の専門的な知見を活用した評価意見聴取や外部監査を実施することにより、
内部統制システムの高度化を図る。

③　内部統制システム構築の基本方針の運用状況評価
ⅰ）取締役会は「内部統制システム構築の基本方針」に基づく運用状況を定期的に評価し、
必要な関係者に対して評価結果等の情報を開示する。

ⅱ）内部統制システムの運用状況の評価は、必要に応じて第三者である監査人その他外部専
門家の意見等を踏まえ、客観的な評価となるよう努めるものとする。
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ⅲ）運用状況の評価結果に基づき、内部統制システム高度化のため、継続的な改善を行う。

⑺　反社会的勢力との取引排除態勢
　当社および当社グループ会社は、反社会的勢力との関係を遮断するための取組みを推進して
いくことは企業にとって社会的責任を果たす観点から必要かつ重要なことと認識し、当社およ
び当社グループ会社の取締役・監査役・使用人のみならず、お客様等の被害を防止するため、
反社会的勢力を取引から排除するための態勢を構築し、運用することに努めている。
　当社および当社グループ会社では、「反社会勢力による被害防止規則」を制定するととも
に、その他規程において、関係遮断と排除の姿勢を明確にし、運用する。

－ 18 －



■　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
⑴　内部統制システム構築の基本的な考え方

　当社および当社関係会社からなる企業集団の業務の適正を確保するための「内部統制システ
ム構築の基本方針」は、適切に運用できています。（詳細は、次項以降に記述）

⑵　内部統制システムとして構築する基本的な体制
　当社は、監査役会設置会社として、取締役会および監査役会を設置のうえ、定期的に会議を
開催し、取締役の職務執行について確認し、取締役の職務執行が法令および定款に適合するこ
とを確保しています。監査役については、必要に応じ重要会議に出席し、関係部署や当社グル
ープ会社等から定期的に報告を受け、問題があると認めるときには意見を述べるとともに、改
善策の策定を求めるなど指摘しています。また、監査役が求めた場合の補助者の設置について
は、規程化され、指揮命令および評価は監査役が行い、独立性および実効性が確保されていま
す。
　使用人の職務執行体制と法令および定款の適合性確保については、コンプライアンス体制の
整備・維持を担う部署としてコンプライアンス部を設置し、法令遵守と企業倫理に係る取り組
み等について使用人に周知しています。また、執行部署から独立した監査部を設置し、基本方
針および年度計画に基づき監査を実施しています。
　使用人の表彰および懲戒に相当する事案が発生した場合は、「賞罰委員会」を開催し、内容
を決定しています。その他コンプライアンスに関する事実についての報告体制として、「内部
通報規程」に従い、社外弁護士を通報先とした内部通報制度を設置し、運営しています。

⑶　全社的なコンプライアンス態勢の構築・運用
　JCB行動指針に定める「コンプライアンスの徹底」を実践するため、「コンプライアンス規
程」に従い、「コンプライアンス・プログラム」を策定、継続的に改善し、当社のみならず関
係会社にも周知・徹底しています。
　関連法令と社会ルールの遵守については、当社事業に関連する法令を特定し、管理レベルお
よび対応要件等を定め、定期的な見直し、社内規程化、自己点検、モニタリング、教育研修等
を実践しています。また、接待・贈答、インサイダー取引の防止に関わる態勢整備、反社会的
勢力に関する被害防止等の社会ルールについても、同様に実践し、AMLについては、態勢強化
のため、AMLプログラムを構築し、マネー・ローンダリングとテロ資金供与防止のために継続
的な対策を行っています。
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⑷　全社的なリスク管理態勢の構築・運用
　全社的なリスク管理に関わる事項について、総合リスク統括部をリスク統括部署とし、主要
施策と実行計画を定めるとともに、リスクごとに定められた各リスク主管部署は、統制活動の
立案・実行、およびリスク事象の防止のために継続的な活動を行っています。
　不測の事態に備えた事業継続管理については、社長を本部長とする緊急対策本部により迅速
な判断、被害極小化、早期回復を図るための「緊急対策本部規則」を制定し、必要な関係者に
周知しています。また、事業継続計画を整備し、研修や模擬訓練等を通じて、継続的な改善を
行い、活動結果は経営報告等を行っています。
　重大なリスク事象が発生した際には、すみやかに緊急対策本部または事案対策会議を設置
し、初動対応による影響範囲の特定と拡散防止、再発防止策策定などを実施しています。
　上記の全社リスク管理の概況について、リスクの発生可能性や影響度を評価の上、取締役
会、経営会議および内部管理委員会等で定期的な報告を行い、必要な対応を決定しています。
また、上記の会議において、監査役に対しても報告され、監査役会の監査機能を通じて、担当
取締役および取締役会の適正な職務執行を確保しています。

⑸　JCBグループのリスク管理態勢の構築・運用
　関係会社のリスク管理については、「関係会社管理規程」を定め、当社グループ会社のリス
ク管理態勢および法令遵守態勢を構築し、必要な指導・助言を行い、リスク概況と必要な対策
は、内部管理委員会、経営会議等を通じて当社および当社グループ会社の取締役に報告されて
います。
　海外現地法人（海外拠点）のリスク管理についても、当社グループ会社同等にリスク管理態
勢および法令遵守態勢を構築し、業務を適正に行うよう管理しています。

⑹　内部統制システムのモニタリング態勢の構築・運用
　執行部署は、内部統制システムの有効性を確保するため、自らの内部統制システムの不備を
明らかにし、必要な対策を実施するため定期的に自己点検を行い、内部統制システムを整備す
る総合リスク統括部は、全社的な内部統制システム上の不備を明らかにするため、定期的に課
題整理を行い、それらの結果は内部管理委員会に報告しています。
　内部監査および外部監査の実施について、監査部は、内部監査部署として設置され、社長に
承認された基本方針および年度計画に基づく内部監査を継続的に実施し、内部統制システムの
高度化を図っています。
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　内部統制システム構築の基本方針の運用状況について、取締役会は、「内部統制システム構
築の基本方針」の運用状況を定期的に評価し、取締役会等で評価結果等の情報を開示していま
す。運用状況の評価結果に基づき、高度化を図るための継続的な改善を実施しています。

⑺　反社会的勢力との取引排除態勢
　当社および当社グループ会社は、反社会的勢力との取引排除のため、各種規程・規則等を制
定し、反社会的勢力を排除するための態勢を構築、運用するとともに、規程等の見直しも実施
しています。

（本事業報告中の記載数字は、とくに注記のない限り、表示単位未満を切り捨てております。）
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書監査報

当監査役会は、2021年4月1日から2022年3月31日までの第75期事業年度の取締役の脂務の執行に関して、各監査役が作成した監
査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします

監査イ受及U監査イ斐会の監査の方?去及びその内容

①監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施リ§兄及て淋果にっいて報告を受けるほか、鵬帝1受等及

て陰ヨ十監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました

②各監査役は、監査役会が定めた監査イ斐監査基準に準拠し、監査の方針、脂璃の分担等に従い、駐舌恒腺またはインターネット等

を経由した手段も活用しながら、取締役、内部監査部門そdX也dX吏用人等と意思疎通を図り、↑青報の収集及て隍控の環境の整備に

努めるとともに、以下の方1去で監査を実施しました。

①取締イ斐会そdX也重要な会議に出席し、取細斐及例吏用人等からその脂鵬の執行状1兄にっいて報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事芽折に関して業務及て測産の状況を調査いたしました。また、子会ネ士にっい

ては、子会ネ士の取締斐及て噸控イ斐等と意思疎通及びf静Rの交換を図り、必要に応じて子会ネ士力喝事業の報告を受けました

@序業報告にぢ識されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他椥弌会ネ土及びその

子会ネ士力喝成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会ネ士法施行規貝1」第 100 条第1項及び第3項に定める

体制の整備に関する取締イ斐会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体告1」(内部統制システム)にっいて、取締イ斐及び

イ吏用人等からその構築及び運用の状i兄について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました

③会ヨ怪金査人が独立の立場をイ呆持し、力yつ、適正な監査を実施しているかを監見及て般証するとともに、会Zf監査,1＼からその脂霧

の執行洲兄について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会言續金査人から「脂鵬の遡テが適正に行われることを

確保するための体制」(会ネ婚十算規a11第131条各号に掲げる亨頁を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業

会三+審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(劃昔対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び1醐1」滋法)及びその附属明細書にっいて撫寸いたしまし六

儀賀信利

監査の結果

)事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会ネ士の状況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の賠鵬の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実1才認められません。

③内部統制システムに関する取締斐会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記
載内容及ひ取締役の脂務の執行についても、指摘すべき専頁1才認められません

)計算書類及びその附属明細書の監査佶果

会言怪畠査人郁艮責イ壬監査法人トーマツの監査の方法及て騰果1井口当であると認めます

2022年5月23日

(注 D 監査役安田新憩陀監査倒義賀イ評1」は、会;士法第2条第16号及ひ第335条第3項に定めるネ」列監査役であります
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